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１．はじめに 

アルミニウム合金は新幹線車両、船舶、近年は自動車、

建築の構造体として用いられている。アルミニウム合金

を橋梁に適用した場合、その軽量性（密度が鋼の 1/3）
から、地盤耐力が弱い場所での架橋、既設上部工のアル

ミニウム合金製橋への架替えによる地震荷重の低減、工

事作業性の向上、また、その耐食性の良さから、再塗装

が困難な場所や海浜地区での架橋等において有利であ

ると考えられる。これまで国内でいくつかのアルミニウ

ム合金製橋梁が建設されているが、そのほとんどが歩道

橋である。また、それらの設計法は道路橋示方書に準じ

ており、鋼材をアルミニウム合金に置き換えただけとい

った感は否めない。今後、本格的なアルミニウム合金製

橋梁を実現していくためには、アルミニウム合金材の特

徴を活かした合理的な設計法が望まれる。本研究では、

アルミニウム合金材の特徴をいかした補剛桁構造を提

案し、その設計式を導出し、さらに実験によりその妥当

性の検証を行っている。ここではその概要を紹介する。 

２．新しいアルミニウム合金製補剛桁 

 道路橋示方書に準じた現状のアルミニウム合金製補

剛桁は、ウェブとなるアルミニウム合金プレートに水平

補剛材および垂直補剛材をすみ肉溶接で接合すること

により製作される。この方法による問題点は、溶接によ

る熱影響部の強度低下とひずみ変形、ウェブ厚・補剛材

厚の増大によるコストアップ等である。 
 さて、アルミニウム合金材は、押出形材による比較的 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自由な断面で長尺材の製造が可能であり、また、ひずみ

変形が小さい摩擦撹拌接合（FSW）による接合が可能

である。これらの特徴をいかした新しい補剛桁構造とし

て、図 1 右に示すようにＴ型断面の長尺の押出形材を

FSW を主として必要に応じて MIG 溶接やアルミニウ

ム合金製ボルト・リベットにより接合して製作する補剛

桁を今回提案する。新しい補剛桁は、従来型とは異なり、

複数の等間隔に配置される水平補剛材のみを有し、垂直

補剛材は設けない。仕上がり形状は単純であるが、この

方法により従来型に比べて、製作における省力化を図り

ながら、ひずみ変形が小さく、また、少ない材料により

アルミニウム合金製補剛桁が実現できると考えられる。 
３．座屈理論解と設計式 
 複数の等間隔に配置された水平補剛材を有する補剛

板に対しては、現行の設計式は適さないため、新たに座

屈理論解を求めて設計式を導出する。まず、図 2 に示す

ように、純曲げが作用する場合、純せん断が作用する場

合のそれぞれについて理論解を求める。 
純曲げが作用する場合のたわみを 
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と仮定する。エネルギー法から全体座屈の座屈係数は、 

10.62(1 1.25 1 ) (1 )gbk s sγ δ= + + +    (2) 
ここで、 s ：パネル数、 /( )EI Dbγ = ：曲げ剛性比、

/( )lA btδ = ：断面積比。細長比パラメタは、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 従来型および提案するアルミニウム合金製補剛桁構造 
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212(1 ) gb YR k Eν σ β π= −    (3) 
ここで、βは幅厚比。一方、最上段パネルが局部座屈す

る場合の座屈係数は、 

( )38.4 2.1 2lk s s= −       (4) 
限界細長比パラメタは、 

212(1 ) l Y crcrR k Eν σ β π= −   (5) 
ここで、βcrは局部座屈時の幅厚比。全体座屈と局部座

屈が同時発生する条件 R=Rcrから必要補剛材比γ*は、 
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γ<γ＊のとき全体座屈、γ>γ＊のとき局部座屈となる。 

次に、純せん断が作用する場合のたわみを 
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と仮定する１）。エネルギー法から全体座屈の座屈係数は、 

3.78 1 0.81 1.52gsk sγ= + +     (8) 

以上をもとに、曲げとせん断が作用する場合の座屈条

件として以下の式を提案する。設計の方針は、曲げに対

しては最上段パネルの局部座屈、せん断に対しては全体

座屈するものとする。 

( ) ( )2 2 1cr crσ σ τ τ+ ≤      (9) 
ここで cr l ekσ σ= , cr gs ekτ σ= 。一方、材料降伏の条件

を以下の von Mises の式により与える。 
22 23 Yσ τ σ+ ≤       (10) 

座屈条件式(9)と降伏条件式(10)を満たす領域を図示す

ると、図 3 の斜線部となる。 
４．実験による設計式の検討 

提案した設計式の検証のために実験を行う。提案する

アルミニウム合金製補剛桁の製造体制は現在整ってい

ないため、今回は鋼により試験体を製作した（3 体）。

試験体 1 は、4 点曲げの梁の中央部に、着目する補剛桁

を設けて純曲げを作用させるものである（図 3 上）。試

験体 2 と 3 は、中央を補剛した 3 点曲げの梁によりせん

断と曲げを作用させるものであり、それぞれフランジ厚

が異なり、曲げとせん断の比率が異なる（図 3 下）。設

計条件はσY =235MPa(SM400)、弾性係数 E=200GPa、
s =3、Rcr =0.7 とした。図 4 に荷重－変位履歴を示す。

図５に、各試験体について、曲げとせん断の比率の関係

を破線により示し、また、試験の結果得られた応力の履

歴と終局強度（☆）を示した。実験の終局強度は設計終

局強度の範囲を上回っていることがわかる。応力が降伏

条件線を越えているのは実際の材料特性（σY =353MPa、
E=214GPa）が設計時の仮定と異なることによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．まとめ 

１） アルミニウム合金材の特徴を活かした補剛桁構造

を提案した。 

２） その強度設計式を導出した。 

３） 今回の実験の範囲では、提案式は安全側の終局強度

を与えることを確認した。 

今後はアルミニウム合金を用いた供試体による実験

を行い、提案式の妥当性を検討する予定である。 
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図 2 解析対象の補剛板 
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図 3 試験体 1（上）と試験体 2（下） 
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図 5 終局強度の設計範囲と実験結果 
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図 4 荷重－中央変位履歴結果 
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